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(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第65期第３四半期連結累計期間及び、第66期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３  第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失金額であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日

至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

売上高 （百万円） 15,096 15,201 22,236

経常利益又は経常損失 （百万円） △617 △1,088 351

四半期純損失又は当期純損失 （百万円） △543 △1,419 △323

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △351 △644 397

純資産額 （百万円） 3,494 3,597 4,243

総資産額 （百万円） 19,603 17,733 19,619

１株当たり四半期純損失金額
又は当期純損失金額

（円） △1.88 △4.92 △1.12

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額又は当期純
利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 17.6 20.0 21.3

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △337 △697 △769

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） △224 1,439 △329

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（百万円） 186 △1,621 264

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（百万円） 3,858 2,970 3,608
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当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容について重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結累計期間における、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

 ギブソン・ホールディングス・インク（以下「公開買付者」といいます。）が平成25年４月１日より実

施しておりました当社普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平成25年

４月30日をもって終了し、その結果、公開買付者は、平成25年５月９日（本公開買付けの決済の開始日）

付で当社に対する議決権所有割合が50％を超えることとなり、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主

に該当することとなりました。これに伴い、公開買付者の親会社であるギブソン・ホールディングス４・

インク、ギブソン・ホールディングス ３・インク及びギブソン・ホールディングス ２・インクも、当社

の親会社に該当することとなりました。 

 なお、当社の親会社に該当することとなった、ギブソン・ホールディングス４・インク、ギブソン・ホ

ールディングス ３・インク及びギブソン・ホールディングス ２・インクは、平成25年７月31日（米国時

間）を効力発生日として、ギブソン・ブランズ・インクを存続会社とする吸収合併を行ったことにより、

平成25年８月１日付でギブソン・ブランズ・インクが当社の親会社に該当することに変更になっておりま

す。 

  
  

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景として円高是正や株価

上昇が進み、景気は緩やかに回復してきました。一方、世界経済は、全体的には弱い回復が続いている

ものの、中国やその他新興国経済の先行きや、欧州政府債務問題の影響による景気下振れリスクも存在

し、先行きは不透明な状況にあります。 

このような状況の中で、当社グループは前期において光ディスクドライブ事業の改革を終え、業績の

安定化から成長への転換期という折り返し点におります。しかしながら、売上高は15,201百万円（前年

同期比0.7％増）とほぼ前年同期並みとなりましたが、円安等の影響で売上原価及び販管費が増加した

ことにより、営業損失は675百万円（前年同期営業損失399百万円）、経常損失は1,088百万円（前年同

期経常損失617百万円）となりました。また、米国の不動産売却益を計上したものの、海外子会社にお

ける固定費削減に伴う特別退職金の計上及び繰延税金資産の取崩しにより、四半期純損失は1,419百万

円（前年同期四半期純損失543百万円）と、赤字幅は拡大しました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

音響機器事業の売上高は、8,729百万円（前年同期比5.4％増）となり、営業損失は554百万円（前

年同期営業利益184百万円）となりました。 

高級ＡＶ機器（ＥＳＯＴＥＲＩＣブランド）は、フラッグシップのグランディオーソシリーズの発

売が遅れたものの、輸入商品のタンノイスピーカーの新製品で販売を下支えしました。一般ＡＶ機器

（ＴＥＡＣブランド）は、北米、欧州の販売が伸び悩みましたが、好調な日本国内やアジア諸国での

ＰＣオーディオ製品を背景に増収を維持できました。音楽制作オーディオ機器（ＴＡＳＣＡＭブラン

ド）は、概ね世界的に堅調に販売が継続したものの、前年に比べ国内の放送局向けの販売は減少しま

した。 

この結果、音響機器事業全体では、前年同期と比較して増収となりましたが、音楽制作オーディオ

機器を主要事業と位置づけ、引き続き将来の事業拡大のために人的投資などを行ったことにより固定

費が増加し、当第３四半期連結累計期間は営業損失となりました。 

  

情報機器事業の売上高は、5,250百万円（前年同期比12.5％減）となり、営業損失は183百万円（前

年同期営業損失594百万円）となりました。 

航空機搭載記録再生機器は上期からの好調を維持し前年同期比で増収増益となりました。計測機器

はデータレコーダーで鉄道関連、航空機エンジン測定用など大型案件を受注しましたが、前年同期比

では官公庁案件の減少などにより減収となりました。センサーは市場の回復傾向が見られ堅調に推移

しました。医用画像記録再生機器はＨＤ画像対応の新製品が伸びたものの、ＯＥＭ販売の落込みを自

社ブランド製品での販売で挽回できず減収となりました。通話録音機器は減収、ソリューションビジ

ネスは増収となりました。 

光ディスクドライブは、ＰＣ向けＯＥＭ販売から撤退したことにより、売上高は減少しましたが、

利益率の高い産業用ドライブの販売が好調に推移したことと販管費の削減により黒字化しました。 

この結果、情報機器事業全体では、光ディスクドライブの売上減少により、前年同期と比較して減

収となりましたが、営業損失は縮小しました。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
(1) 業績の状況

1)音響機器事業

2)情報機器事業
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当第３四半期連結会計期間末における総資産は、17,733百万円と前連結会計年度末と比較して

1,885百万円減少しました。主な増減は、商品及び製品の増加703百万円、現金及び預金の減少1,447

百万円、受取手形及び売掛金の減少986百万円であります。 
  

当第３四半期連結会計期間末における負債は、14,136百万円と前連結会計年度末と比較して1,239

百万円減少しました。主な増減は、支払手形及び買掛金の増加100百万円、短期借入金の減少1,468百

万円であります。 
  

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、3,597百万円と前連結会計年度末と比較して645百

万円減少しました。主な増減は、為替換算調整勘定（借方残高）の減少757百万円、四半期純損失の

計上による利益剰余金の減少1,419百万円であります。 

当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末と比較して637百万円減少し、2,970百万円となりました。 

当第３四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、697百万円のマイナス（前年

同期337百万円のマイナス）となりました。主な内訳は、プラス要因として、売上債権の減少額1,196

百万円、マイナス要因としては、税金等調整前四半期純損失1,002百万円、たな卸資産の増加額479百

万円であります。 

当第３四半期連結累計期間における投資活動の結果得られた資金は、1,439百万円のプラス（前年

同期224百万円のマイナス）となりました。主な内訳は、プラス要因として、定期預金の払戻による

収入810百万円、有形固定資産の売却による収入724百万円、マイナス要因としては、有形固定資産の

取得による支出170百万円であります。 

当第３四半期連結累計期間における財務活動の結果得られた資金は、1,621百万円のマイナス（前

年同期186百万円のプラス）となりました。主な内訳は、プラス要因として、短期借入れによる収入

4,200百万円、マイナス要因としては、短期借入金の返済による支出5,668百万円であります。 

  

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「対処すべき課題」に

ついての経過及び追加すべき事項は、次のとおりです。 

平成24年１月20日発表のとおり、当社はオンキヨー株式会社と資本・業務提携を行いました。それぞ

れのブランド力、販売力、技術力、生産力を持ち寄り、相互に補完を行うことで、両社の販売拡大、製

品付加価値の向上、製品競争力の強化や新市場の開拓などにより、安定した業績の実現を目指すもので

あります。 

この課題達成のための具体的な施策の経過状況については以下のとおりです。 

・平成25年９月、給与計算その他業務について相互に相手業務の遂行が可能な体制構築。 

・平成25年10月、北米地域にてギブソン社の米国子会社Onkyo USA Corp.（以下、「オンキヨーUSA」

といいます。）を同地域のＥＳＯＴＥＲＩＣブランド製品の販売代理店とし、重点市場である東海

岸地域での販売強化体制を構築。同時に当社米国子会社ティアック アメリカ INC.は製品倉庫をオ

ンキヨーUSAの倉庫と統合。 

また、当社は新たにギブソン社との資本・業務提携を行い、グループ会社としての経営上のノウハウ

や資源を共有し、両社の提携を通じて国際競争力を向上させることにより、企業価値の最大化を目指し

ます。 

  

当第３四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は1,150百万円であり

ます。 

(2) 財政状態の分析

（資産）

（負債）

（純資産）

 
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

②  【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 289,317,134 289,317,134 東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数 1,000株

計 289,317,134 289,317,134 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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平成25年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、9,000株(議決権９個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式124株が含まれております。 

  

平成25年12月31日現在 

(注) １ 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)ありま

す。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めておりま

す。 

２ 当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は、1,007,634株です。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日

― 289,317,134 ― 6,000 ― ―
 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。

①  【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） （自己保有株式） ― 単元株式数 1,000株
普通株式 995,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 287,020,000 287,020 同上

単元未満株式 普通株式 1,302,134 ― ―

発行済株式総数   289,317,134 ― ―

総株主の議決権 ― 287,020 ―
 

②  【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京都多摩市落合1-47 995,000 ― 995,000 0.34

ティアック株式会社

計 ― 995,000 ― 995,000 0.34
 

 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,422 2,975

受取手形及び売掛金 ※1, ※2  5,252 ※1, ※2  4,265

商品及び製品 3,381 4,084

原材料及び貯蔵品 1,262 1,418

繰延税金資産 356 23

その他 424 377

貸倒引当金 △98 △91

流動資産合計 15,001 13,054

固定資産   

有形固定資産 2,613 2,660

無形固定資産 426 550

投資その他の資産 1,801 1,722

貸倒引当金 △223 △253

固定資産合計 4,618 4,679

資産合計 19,619 17,733

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  1,521 ※2  1,621

短期借入金 4,468 ※3  3,000

1年内返済予定の長期借入金 30 83

賞与引当金 252 126

製品保証引当金 163 153

返品調整引当金 95 79

その他 1,734 1,839

流動負債合計 8,265 6,905

固定負債   

長期借入金 299 260

リース債務 47 145

退職給付引当金 6,683 6,537

資産除去債務 10 11

その他 69 276

固定負債合計 7,110 7,231

負債合計 15,375 14,136
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,000 6,000

資本剰余金 306 306

利益剰余金 1,935 515

自己株式 △107 △108

株主資本合計 8,134 6,713

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 50 73

為替換算調整勘定 △4,000 △3,242

その他の包括利益累計額合計 △3,949 △3,169

少数株主持分 58 53

純資産合計 4,243 3,597

負債純資産合計 19,619 17,733
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 15,096 15,201

売上原価 8,993 9,076

売上総利益 6,103 6,124

販売費及び一般管理費 6,503 6,800

営業損失（△） △399 △675

営業外収益   

受取利息 － 0

受取配当金 5 2

持分法による投資利益 1 －

為替差益 － 30

その他 85 35

営業外収益合計 93 70

営業外費用   

支払利息 132 109

持分法による投資損失 － 136

売上割引 90 83

為替差損 70 －

シンジケートローン手数料 － 105

その他 18 49

営業外費用合計 311 482

経常損失（△） △617 △1,088

特別利益   

固定資産売却益 0 532

投資有価証券売却益 － 32

事業譲渡益 335 －

持分変動利益 4 －

特別利益合計 340 564

特別損失   

固定資産除売却損 55 23

減損損失 － 23

投資有価証券売却損 － 1

特別退職金 152 300

代理店解約損 38 －

関係会社事業損失 － 74

その他 64 56

特別損失合計 309 478

税金等調整前四半期純損失（△） △587 △1,002

法人税、住民税及び事業税 △1 95

過年度法人税等 16 3

法人税等調整額 △53 323

法人税等合計 △38 422

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △549 △1,424

少数株主損失（△） △5 △4

四半期純損失（△） △543 △1,419
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △549 △1,424

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △146 22

為替換算調整勘定 344 711

持分法適用会社に対する持分相当額 － 45

その他の包括利益合計 197 779

四半期包括利益 △351 △644

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △345 △640

少数株主に係る四半期包括利益 △5 △4
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △587 △1,002

減価償却費 342 312

減損損失 － 23

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 18

退職給付引当金の増減額（△は減少） △260 △146

賞与引当金の増減額（△は減少） △144 △127

製品保証引当金の増減額（△は減少） △27 △18

返品調整引当金の増減額（△は減少） △30 △19

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △9

受取利息及び受取配当金 △8 △3

支払利息 132 109

シンジケートローン手数料 － 105

為替差損益（△は益） 26 △78

持分法による投資損益（△は益） △1 136

持分変動損益（△は益） △4 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △32

有形固定資産除売却損益（△は益） 55 △509

事業譲渡損益（△は益） △335 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,310 1,196

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,162 △479

仕入債務の増減額（△は減少） 283 18

その他の流動資産の増減額（△は増加） △13 52

その他の流動負債の増減額（△は減少） 278 △35

その他の固定資産の増減額（△は増加） △2 △79

その他の固定負債の増減額（△は減少） 3 △0

その他 5 15

小計 △146 △556

利息及び配当金の受取額 8 3

利息の支払額 △136 △92

法人税等の支払額 △63 △52

営業活動によるキャッシュ・フロー △337 △697

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 810

従業員に対する貸付金の回収による収入 0 0

有形固定資産の取得による支出 △201 △170

有形固定資産の売却による収入 4 724

投資有価証券の取得による支出 △414 －

投資有価証券の売却による収入 － 71

事業譲渡による収入 335 －

その他 50 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △224 1,439
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,000 4,200

短期借入金の返済による支出 △839 △5,668

長期借入れによる収入 5 －

長期借入金の返済による支出 △10 △13

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △27 △33

自己株式の取得による支出 △0 △1

連結子会社の第三者割当増資による収入 59 －

シンジケートローン手数料の支払額 － △105

財務活動によるキャッシュ・フロー 186 △1,621

現金及び現金同等物に係る換算差額 52 241

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △322 △637

現金及び現金同等物の期首残高 4,181 3,608

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,858 ※  2,970
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※１ 受取手形割引高 

  

  

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結

会計期間末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

  
※３ 当社においては、機動的かつ安定的な資金調達を行うため、シンジケートローンによるコミットメン

トライン契約を締結しております。    

  

なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。 

(1)各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の株主資本の合計金額を、

当該決算期の直前の決算期の末日または平成25年３月に終了する決算期の末日における連結の貸

借対照表における純資産の部の株主資本の合計金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持

すること。   

(2)各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常損益に関して、経常損失を計上しないこと。そ

の他、親会社との資本業務提携関係を維持すること、東京証券取引所市場第一部上場を維持する

こと等の制限が設けられております。 

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形割引高 274百万円 77百万円
 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 2百万円 28百万円

支払手形 196百万円 100百万円
 

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

コミットメントラインの総額 －百万円 4,000百万円

借入実行残高 －百万円 3,000百万円

差引残高 －百万円 1,000百万円
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※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

現金及び預金 4,592百万円 2,975百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △734百万円 △5百万円

現金及び現金同等物 3,858百万円 2,970百万円
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前第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)
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前第３四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日） 

（単位：百万円） 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＥＭＳ事業を含んでおります。 

  

（単位：百万円） 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
音響機器事業 情報機器事業 計

売上高          

  外部顧客への売上高 8,283 5,999 14,283 812 15,096

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 8,283 5,999 14,283 812 15,096

セグメント利益又は損失（△） 184 △594 △409 9 △399
 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

利    益 金    額

報告セグメント計 △409

「その他」の区分の利益 9

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △399
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当第３四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日） 

（単位：百万円） 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＥＭＳ事業を含んでおります。 

  

（単位：百万円） 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  
  

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
報告セグメント

その他
(注)

合計
音響機器事業 情報機器事業 計

売上高          

  外部顧客への売上高 8,729 5,250 13,980 1,221 15,201

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 8,729 5,250 13,980 1,221 15,201

セグメント利益又は損失（△） △554 △183 △738 62 △675
 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

利    益 金    額

報告セグメント計 △738

「その他」の区分の利益 62

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △675
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１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 1.88円 4.92円

(算定上の基礎)    

四半期純損失金額(百万円) 543 1,419

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 543 1,419

普通株式の期中平均株式数(千株) 288,340 288,321
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当社と株式会社ネクストジェン（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：大西新二、以下「ネクス

トジェン」）は、当社の保有するボイスロギング事業（以下「ＶＬ事業」）をネクストジェンに事業譲

渡することに関して、平成26年１月16日付にて基本合意書を締結いたしました。 

  
①交渉の目的 

譲渡側である当社のＶＬ事業は、同社の高品質な録音再生機器技術を生かし、小規模から大規模なコ

ールセンターシステム構築に対応した通話録音システムの開発・販売を行っておりますが、事業の選択

と集中を行い、必要な経営資源を集中させるなかで、同事業の事業譲渡を行う交渉を開始することに合

意いたしました。 

譲受側であるネクストジェンは、通信事業者向けシステム及びSIP/VoIP（＊）セキュリティ・ソリュ

ーションから一般企業向けクラウド＆スマートフォン・サービスまで、音声技術を基軸にしたソリュー

ションとサービスの提供を行っております。その中でもコンプライアンス強化と顧客サービス向上のニ

ーズを背景に、通話録音ソリューションの引き合いが近年増加しており、当社のＶＬ事業を譲受けるこ

とにより、当該事業の商品ラインナップ・販売チャネルの拡大による事業基盤の強化が見込めることか

ら本交渉を開始することといたしました。 

＊SIP/VoIP 

SIP：通話の開始から終了までの決められた手順を定義している「呼制御プロトコル」の中で、IP電

話の代表的な呼制御プロトコルをいいます。 

VoIP：インターネットなどのTCP/IPネットワークを使って音声データを送受信する技術をいいます。

  
②交渉の内容 

ティアックの保有するＶＬ事業のネクストジェンへの事業譲渡の具体的な内容及び方法等につきまし

ては、今後両社で協議のうえ、決定する予定であります。 

  
③譲渡事業の経営成績 

  

④日程 

本件事業譲渡の期日については、平成26年３月を目処に今後協議のうえ、決定いたします。  

  
⑤ＶＬ事業が含まれている報告セグメント 

「情報機器事業」に区分しております。 

（重要な後発事象）

ボイスロギング事業の事業譲渡に係る基本合意の締結

 
ＶＬ事業の

平成25年３月期連結実績(a)
当社の 

平成25年３月期連結実績(b)
比率(a/b)

売 上 高 365百万円 22,236百万円 1.6％
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当事会社の概要（平成25年９月30日現在） 

（１） 名称 株式会社ネクストジェン

（２） 所在地 東京都千代田区麹町三丁目3番地4KDX麹町ビル9F

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大西 新二

（４） 事業内容
通信ネットワークシステム及びアプリケーションに関す
る企画、開発、保守、賃貸、販売、輸出入、及びコンサ
ルティング業務他

（５） 資本金 490百万円

（６） 設立年月日 平成13年11月16日

（７） 純資産 914百万円

（８） 総資産 1,531百万円

（９） 大株主及び持株比率
サクサ株式会社        28.20％ 
日商エレクトロニクス株式会社 19.46％

（10）上場会社と当該会社の関係
 

資本関係 該当事項はありません

人的関係 該当事項はありません

取引関係 該当事項はありません

関連当事者へ 
の該当状況

該当事項はありません
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月７日

ティアック株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテ
ィアック株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書
及び四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ティアック株式会社及び連結子会社の平成
25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
その他の事項 
会社の平成25年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によっ
て四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成25年２
月７日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成25年６月21日付けで無限
定適正意見を表明している。 
  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 森  居  達  郎   ㊞
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 森  部  裕  次   ㊞
 



  

  

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期  

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 



【表紙】  

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年２月７日

【会社名】 ティアック株式会社

【英訳名】 TEAC CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 英  裕 治

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都多摩市落合一丁目47番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

   

   
 



  

当社代表取締役社長 英 裕治は、当社の第66期第３四半期(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




